
 

 

  議案第４８号 平成１６年度長井市 

  水道事業会計補正予算第１号 

 

 

○大沼 久委員長 次に、議案第48号の１件につ

いて、青木修次水道事業所長。 

○青木修次水道事業所長 おはようございます。 

  議案第48号、平成16年度長井市水道事業会計

補正予算第１号の概要についてご説明申し上げ

ます。 

  第２条の資本的収入及び支出で、収入でござ

いますが、１億1,090万円を追加補正し、収入

総額を２億9,185万円に、資本的支出で１億

1,786万8,000円を追加補正し、支出総額を５億

682万2,000円といたすものでございます。差し

引き不足する財源につきましては、過年度分損

益勘定留保資金696万8,000円をもって補てんさ

せていただくものでございます。 

  次に、第３条に定めました起債の追加であり

ますが、高利の起債を繰上償還するため、新た

に表のとおり限度額を定めるものでございます。 

＋

  第４条は、配水施設整備事業にかかる起債を

廃止し、当該財源を全額自己資金をもって整備

事業するものであります。 

  細部につきまして実施計画によりご説明申し

上げますので、次ページをお開きをお願いしま

す。 

  資本的収入及び支出でございますが、収入に

おいて、１款１項１目企業債で、１億1,090万

円追加し、２億260万円といたすものでござい

ます。内訳でございますが、昭和58年、59年度

借り入れの公営企業金融公庫借入分の借換債で

ございます。また、500万円の減額は、配水施

設整備事業での借入を廃止し、全額自己資金で

賄うものでございます。 

  次に、支出でございますが、１款２項１目企

業債償還金で、１億1,786万8,000円を追加し、

２億7,474万2,000円といたすものでございます。 

  内訳でございますが、長期債繰上償還分１億

544万7,000円、公営企業債借換債1,242万1,000

円を追加計上いたすものでございます。 

  以上で概要の説明を終わらせていただきます。

よろしくご審議賜りますよう、お願い申し上げ

ます。 

○大沼 久委員長 概要の説明が終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

 

 

  平成１６年度長井市補正予算案に関 

  する総括質疑 

 

 

○大沼 久委員長 ここで、総括質疑の発言通告

がありますので、順次ご指名いたします。 

  最初に、順位１番、議席番号９番、蒲生光男

委員。 

○９番 蒲生光男委員 おはようございます。 

  まず委員長の許可をいただきまして、資料２

部ですね。資料１は、平成13年、14年の三市五

町各会計、地方債現在高比較ということで、こ

れは一人当たりの比較をしたものでございます。

なお、13年、14年と比較できるようにしてあり

ますので、ごらんになっていただきたいと思い

ます。 

  もう１点は、14年度の普通会計における地方

債の残高及び債務負担行為の予定額の合算を一

人当たりに直したものでございます。 

  それからもう１点は、これは大阪狭山市の資

料ですが、大道寺議員から私がいただいて、そ

の後インターネットでこの狭山市の取り組みな

どを見させていただいておりますが、非常にユ

ニークでおもしろい取り組みがなされているも

のであります。これの紹介の記事でありますの

で、これの資料から直接質問ということではあ

りませんが、ぜひごらんになっておいていただ
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＋

きたいなというふうに思います。よろしくお願

いいたします。 

  なお、この大阪狭山市の市民広域活動促進条

例なども設定されておりますので、大変おもし

ろいなというふうに思っております。 

  私が通告してございますのは、３点あります

けれども、１点目につきましては、過日読売新

聞に報道されました三位一体改革の関係、ある

いはまた忍び寄る破綻という非常に背筋がぞっ

とするような記事が連載されておりました。 

＋ ＋

  これをずっと見ておりますと、今まで私ども

が市政座談会、あるいはまた市政報告、市長が

市政座談会等々において説明をしてきた、いわ

ゆる16年度が公債費を含めた財政の一番大変な

時期になると。しかし、17年度以降からはそう

でもなくて、かなり楽になるんだと。今まで市

民の要望についても、17年度以降は少しずつで

きるようになると、このような説明の仕方をし

てきていたわけであります。しかしながら、ど

うもこの資料を見た限りでは、そうとも言えな

いというような内容でありましたので、この記

事の真意ですね。それから、当然マスコミ記者

については、この記事を掲載するに当たって報

道のねらいというものがあると思うのですね。

例えば三面記事であればおもしろおかしく書く

でしょうし、あるいはまたこういう内容であれ

ば、単に知らしめるということでとどまるのか、

もしくは地方自治体の財政における、いわゆる

三位一体を含めた地方交付税の一方的な削減に

よる財政の窮状を国、県に知らしめていこうと

いうものなのか、そういったことがあるかと思

いますので、ここら辺についても後ほど記者と

立ち会われた総務課長なりの皆さんから、ご答

弁を賜りたいなというふうに今考えているとこ

ろでございます。 

  まず、いわゆる記事ですが、４月６日の「26

市町村赤字転落も」という、こういう記事が出

ています。これによりますと、長井市は毎年２

億円程度、もしかすると３億円ぐらい財源が足

りなくなるというふうに、この新聞のアンケー

ト調査には出ております。特にひどいのは新庄

市。2005年度以降、毎年の予算編成時にそれぞ

れ８億6,000万円足りない、９億4,000万円足り

ない、６億9,000万円の赤字を予測して2006年

度には赤字累積により財政再建団体になる可能

性があるというところまで踏み込んだ回答を寄

せた自治体もあったと、こういうふうにしてお

りますけれども、非常に大変な実態だなという

ふうに考えております。 

  また、同じ６月４日の記事ですが、県内各市

町村においては、人件費の抑制などを含めたリ

ストラ本格化というようなことで、総額15億

2,000万円の削減を実施しているというような

内容であります。 

  ６月６日の「忍び寄る破綻」第２部の３では、

経費の使い回しということで、一般行政経費等

について細かく触れられております。一部読み

ますと、地方公務員給与や公共事業などともに、

むだ使いとして挙げられたのが、全国の自治体

が単独で手掛ける道路整備など、一般投資的経

費単独の計画額と実際に使われた金額ですね。

決算額との乖離であるというようなことで踏み

込んでおりまして、国がこう言っておるとする

と、やはり地方自治の財政担当もしくは行政を

担っている皆さんとしては、反論する言い分が

当然あるのではないかというふうに思います。 

  また、これは「忍び寄る破綻６」では、豊田

児童センターの記事が詳細にわたって出ており

まして、最後の項に佐藤課長が「歯を食いしば

っても集団保育は続ける。地域の子供たちを放

り出しておいて市町村に残る仕事とは何なのか

教えてほしい」というこの問いかけは、地方財

政計画と現実の深刻なギャップを物語っている

と、こういうふうに結ばれておりますが、当然

ここに至るには、その前後のやりとりがあった

ものではないかというふうに思います。ここら
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辺らについても後でお聞きをしたいと。 

  それから「忍び寄る破綻７」。これはいわゆ

る広域合併を、いわゆる自治体救済の一つの生

き残りの道として模索する自治体が多いわけで

ありますね。全国的に今、６月１日現在の中で

3,100の自治体にまで減少しておりますが、７

割が何らかの形で合併協議に入っております。

しかし、その合併が保険になっていないと。自

治体の生き残りのための保険になっていないと

いうようなことであります。 

  そういってことでありますので、これから一

つずつお伺いしてまいりたいと思います。 

  まず財政課長か総務課長かですが、この報道

のベースになったアンケート調査というのは、

いつどこでどのような形で行われたのかをお知

らせください。 

○大沼 久委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えをいたします。 

  新聞で報道された内容につきましては、平成

16年５月18日付で読売新聞山形支局の記者から、

私あてに依頼があったアンケートにお答えする

というふうな格好で提出させていただいたもの

です。なお、提出に当たりましては、上司の確

認を得て５月の22日にメールで送付をしてござ

います。 

＋

  以上でございます。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 そうしますと、ではお聞

きしますが、この「忍び寄る破綻１」で、長井

市が２億円程度赤字になりますよというふうに

書いてありますが、これはどういうような根拠

に基づいてこういったことの回答をされたのか、

お願いいたします。 

○大沼 久委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。 

  毎年度２億円程度の赤字が発生すると報道さ

れたことにつきましては、現行の財政計画にお

ういては歳入の確保、歳出の削減策を講じて、

財源不足が生じないようにしているため、形式

収支では赤字が出ないというふうなことを前提

にしておりますけれども、ただ、これらの対策

を何もしなかった場合には、２億円程度の財源

が不足するものであるというふうなことで推定

されると回答したものでございます。 

  また、さらに２ないし３億円程度の可能性も

と報道されたことにつきましては、平成15年度

における財政計画の見直し時期が、ご案内のよ

うに、国の平成16年度の概算基準が示されるの

を待って歳入の推計を行ったために、平成15年

９月だったわけでございますけれども、この時

点では対前年度当初予算対比で、交付税が

7,100万円、1.8％の減、臨時財政対策債が、２

億2,820万円、31.5％の増というふうに推計し

ておった事実がございます。 

  しかし、平成15年の12月に示されました平成

16年度の地方財政計画によって示された交付税

の伸び、それから臨時財政対策債の伸びと比較

した場合、大きな乖離がございましたために、

今後見直しをする必要があるというふうに考え

ていたところでございますので、平成16年度の

地方財政計画をベースとして現在の財政計画を

見直す場合には、さらに単年度で２ないし３億

円程度の歳出削減を必要とするような状況では

ないかというふうなことから回答したものでご

ざいます。したがいまして、新聞の報道にもあ

りますとおり、特別な財源対策を行わなかった

場合というふうな前提条件があったり、あるい

は平成16年度の地方財政計画をベースとすると

というふうな過程があった場合にはというふう

なことで２億円程度、さらには２ないし３億円

程度の財源不足が見込まれるとしたものでござ

います。 

  以上でございます。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 自治体の会計手法として、

その収支均衡予算をとらなければならないとい
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うことから、赤字を出さないようにしているわ

けですが、私が一番気になりますのは、市政座

談会等において、17年度の予算は大丈夫ですよ

と言ってきているわけですね。一般市民の皆さ

んは、今の説明のようなことは全く見ませんの

で、考慮しませんので、ここで書かれている足

りないということだけが先行してしまうのでは

ないかと思うのですよね。ですから、そのとお

りだと思うのですけれども、このほかの自治体

も全部そうなるのかどうかですが、随分私も言

われたわけですね。おまえが言っている数字と

違うんじゃないかと、赤字だと書いてあるんじ

ゃないかと、こういうふうに言われるわけです

よ。ですから、新聞報道と、いわゆる言ってい

る説明の内容とかギャップになって、実は出て

いるわけですね。 

＋ ＋

  いろいろ手をこまねいているわけじゃなくて、

長井市の場合、特に16年度の予算については、

苦肉の策でしょうかね、人件費のカットを含め

て。例えば、カット分を翌年度使うのではなく

て、年度内に取り崩す。あるいはまた、野川土

地改良区の道路整備の負担金2,963万1,000円で

すか、これを借りていただいて10年で返す。慈

光園の建設元利償還の補助金2,964万4,000円、

これについても同じような措置をする。あるい

は、基金から１億3,000万円を借りて10年で返

す。可能な限り考えられるすべてのことをやっ

て、空予算じゃない実数収支均衡の予算を組ん

でいただいているということでありますから、

私は大変な苦労があったんだなと思っておりま

す。 

  しかし、住民は、そういうところまで説明す

ればそうかというふうにわかるのでしょうけれ

ども、新聞報道というマスコミの力というのは、

やはりそうではなくて、長井市が、市長が言っ

ているように、決して楽じゃなくて大変なんだ

と。こうの見方をしてしまうんじゃないかとい

うことをちょっと私は心配をしているわけであ

ります。 

  人件費や公債費、公共事業など投資的経費を

除いた、いわゆる住民の一般的サービスの経費

ですね。行政経費でありますけれども、施設運

営や水道の住民に直結したものでありますが、

29市町村でこれをカットに踏み切ったというふ

うになっておるわけですね。この長井市の場合、

何と何と何をなされましたか。 

○大沼 久委員長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えをいたします。 

  自治会への補助金削減や施設使用料の値上げ

など、住民サービスのカットに踏み切ったとい

うふうなことで報道されたことにかかわる当市

の16年度の住民負担につきましては、既にご案

内のように、単独補助金の削減、それから地区

自治会活動保険の廃止などを前提としてお答え

をしたものでございます。 

  以上でございます。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 市長にお伺いいたします

が、いわゆる合併がその保険にならないという

ことですね。こういうふうに言われております。

また、交付税が10年間保証するという、それは

本当かってみんな疑心暗鬼といいますか、そう

は言っていますが、頭の中ではクエスチョンマ

ークが渦を巻いていると思うんですよ。こうい

ったことに対して、市長はどういう見解をお持

ちですか。例えば、今まで16年度をピークにし

て、徐々に長井市の財政は好転をするという説

明をなされてまいりました。しかし、それでも

未来永劫長井市の自治体運営をなすというふう

には、合併という大きなことも選択をしなけれ

ばいけないということを進めてきた立場として、

どのような考えをお持ちでしょうか。 

○大沼 久委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 お答えをします。 

  交付税が15年度から16、17、18と三位一体で、

急激に減らされました。臨時財政対策債もそう
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です。これは総務省に言わせると、そういうの

も全部中に入っているんですよと、今までのも。

しかし、総額が減っているわけですから、地方

は非常に厳しくなるわけですね。これが急激に

３年間も続くならば、合併の交付税10年間保証

というのも、総額が減らされておって入ってい

ますよと言われたって、大変厳しくなるのでは

ないかというふうに私も思います。そういった

懸念は、各首長が持っているとだろうと思いま

す。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 一般財源カットというこ

とで、福祉の関係の、いわゆる施設の補助金も、

細かい数字は忘れましたが、七千九百何がし減

ったというような報告がありました。結局、品

目がついていませんので、一般財源化でここら

辺で措置するとか何とかいろいろな耳ざわりの

いいことは国では言ってくるわけですが、わか

らないわけですね、結局。これが非常にまやか

しに等しいようなものだなと私もつくづく思う

のですけれども、こういったことをどういうふ

うに受けとめていったらいいのだろうかという

ことがあると思うのですよ。それは、最後に改

革派自治体、市町村サミットの項でも、最後に

まとめてお聞きいたしますけれども、市町村が

結果として、今まで国は交付税で3,300あった

自治体を交付税ともので、言葉は適切じゃない

かもしれませんが、牛耳てきたという経過から

しますと、霞ヶ関の方をやはり向いて自治体運

営をしてきたという、このことは一番交付税が

削減されると、今度は途端にどうしたらいいか

わからないという。自立の道が模索できないと

いう、そういう窮状に置かれているということ

にあると思うのですよね。 

  そこで、そういったことを含めて、これから

自治体の自立のプロセスを描く際は、５年、10

年じゃない、もっと長期のスパンで見つめてい

くと、考えていくということが大事じゃないの

かなというふうに私も思います。 

  内谷重治議員の一般質問の中に、次世代のビ

ジョンでしたっけ、というような話があったの

ですが、まさに家を建てるときに、お父さんの

収入が落ち込んでいて、どうも借りられないと。

しようがないから息子と二人がかり、二世代、

三世代でやっていこうというのが、もう今は一

般的になっています。お父さんの収入だけでは、

生計が維持できない。ですから、一家収入でや

っていこうという考え方に変わっています。自

治体運営もまさにそういうことじゃないのかと

いうふうに私は思います。 

  児童センターのことがあったので、ここでち

ょっとお聞きしますが、福祉事務所長にお聞き

しますけれども、児童館での保育事業は集団保

育と呼ばれ、保育園の入園資格を持たない子供

を対象にしていると、こういう記述があります

が、私は説明を聞いたからわかるのですけれど

も、これを見た人はよくわからないのですよね、

集団保育って。結局集団保育じゃないのかと。

児童館だって、そのほかの施設だって、全部集

団保育じゃないのかと、こういうふうに言って

いますが、ここで言っている集団保育の定義と

いうのは、どういうことですか。 

＋

○大沼 久委員長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 お答えいたします。 

  集団保育と申しますのは、平成２年の８月７

日、厚生省児童家庭局局長の通知で、児童館の

設置・運営についての中にございますので、そ

こを抜粋してご説明したいと思います。 

  長井市で運営しているのは小型児童館でござ

いまして、この小型児童館の機能として、健全

な遊びを通して児童の集団及び個別指導の実施

（中略）を行うことと記載されております。こ

こで言う指導の実施というのは、対象児童から

しまして保育と理解されることから、集団保育

として施設運営を実施しているところでござい

ます。 
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  以上です。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 集団保育というのはそう

いうことだということで、児童館というのは自

由に行ったり来たりできるようになっているん

だということのようですが、そういうものなん

ですかねというような感じがします。 

＋ ＋

  長井市の利用者は、児童館ですね、349人で、

県内では最も多いと。給食センターを設けず弁

当方式にする。園児バスの運営費を別途徴収す

るなど、経費はぎりぎりに抑えているという。

それでも５カ所の児童館の運営費は、今年度予

算で２億5,600万円。児童福祉法の認可保育園

ではないから、運営に対する国からの補助は一

切ない。2004年度その地方交付税と臨時財政対

策債と合わせ、前年比５億5,280万円の減とな

ったと。2005年度当初には、市の予算に２億円

の財源不足が生じる云々と、こう書いてありま

すが、いわゆる２億5,600万円の児童館の運営

費ですが、これのうち人件費は何％になってい

ますか。 

○大沼 久委員長 宇津木正紀福祉事務所長。 

○宇津木正紀福祉事務所長 お答え申し上げます。 

  児童センターの人件費については職員の分、

こちらの方、２億675万1,000円でございます。

また、定時補助職員分につきましては、1,952

万1,000円で、合計しまして２億2,627万2,000

円でございます。 

   （「割合は、パーセントはわからない」と

いう声あり） 

○宇津木正紀福祉事務所長 全体からしまして、

85.9％でございます。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 13年度の児童施設の経営

状況というような資料が、目黒市長の市長選の

ときの焦点になりましたね。あのときも83.3％

とは言っていました。もっと上がっているとい

うことですね。 

  これらのことについて、やはりしかるべき抜

本的な改革を進めていかないと大変なことにな

るということだと思うのですよ。ですので、関

係機関がよく相談し合って実現していただきた

いというふうに思います。 

  いつだったか山形市で、構造改革特区で、２

歳から保育できるような特区の申請をしたとい

うのが、山形新聞の記事の一面に、幼稚園でし

たかね、あれ。載っていましたですね。いわゆ

る幼保一元化というようなことも特区の中の一

つのあれなんでしょうけれども、一施設におい

てゼロ歳児から就学前まで延長保育を含めたも

のをやっていただくということになりますと、

保護者は送迎が１回で間に合うということもあ

りますし、非常にいい保育方法だと思うのです

よね。そういったことも含めて検討を十分して

いただきたいというふうに思っています。 

  総務課長にお伺いします。それでも佐藤課長

は、歯を食いしばっても集団保育は続ける云々

というふうに書かれておりますが、これはどう

いうことを視野に置いた発言であったのか、お

答えをいただきたい。 

○大沼 久委員長 佐藤 仁総務課長。 

○佐藤 仁総務課長 読売新聞の６回か７回のシ

リーズにつきましては、今回の国の三位一体に

伴いまして地方自治体の財政状況が大変厳しく

なっているのだと。そういったことを国に訴え

ていきたいと。そのために企画・立案したもの

だというふうなことをお聞きしておりましたの

で、その趣旨につきましては大変賛同もいたし

ましたし、ありがたいとも思っておったところ

でした。 

  ただ、福祉関係のところで私の名前が出まし

たので、あれにつきましては大変心外でござい

まして、当日の朝、担当の記者に電話をいたし

まして、遺憾の意を述べさせていただいたとこ

ろでございます。 

  このたびの担当の記者につきましては、私は
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面識がございまして、６月８日の朝に私のとこ

ろに電話がございました。知的障害者の支援費

制度について長井市の状況をお聞きしたいので、

どなたか紹介していただきたいと。その日の午

後でしたが、私の席に福祉の所長に来ていただ

きまして、約１時間強話をしたわけでございま

す。 

  その中で、この担当の記者はよく霞ヶ関の方

にも行って、財務省なり総務省なりの担当者の

方とお話をしていらっしゃる記者のようでござ

いましたけれども、国の方では地方自治体はま

だまだ財政的に余裕があるのだと。過剰なサー

ビスをやめるべきじゃないかと。まだまだそれ

相当の適切な受益者負担金を取ればいいじゃな

いかと、こういうふうに言っていますよという

ふうなことから話が切り出されました。交付税

がどんどんどんどん減っているわけでございま

すけれども、これ以上交付税がどんどん減った

場合に、長井市の児童センターの運営というの

はどうなるのでしょうねと、こういうふうな話

になりまして、窓口業務とか高齢者福祉、こう

いったものと同じように児童福祉に係る行政サ

ービスも地方自治体の役割であるというふうに

私自身は認識していますと。地方自治体が破綻

した場合は別でございますけれども、末端自治

体においては、国が補助金、負担金を廃止する

ように簡単に、それまでのといいますか、従来

の行政サービス、これをもうやめましたよとい

うわけにはいかないでしょうと。これから先ど

んどんどんどん減っていくかもしれませんけれ

ども、児童福祉にはもう金かけませんよと。も

う児童センターの運営はやめましたよと、こう

いったことにはならないでしょうから、自治体

としてはぎりぎりまで頑張ることになるんじゃ

ないでしょうかというふうにお話し申し上げた

のが、あのような形での掲載になったものでご

ざいます。 

  本当に一般論として、たまたま私もそこに同

席しておりましたので話をしたのが、ああいっ

た形で掲載されたというふうなことでございま

すのでご理解を賜りたいと思います。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 今回の一連の報道という

か、この特集、これはその読売新聞の記者は、

どういうねらいで挙げたというふうにお聞きに

なっていますか。 

○大沼 久委員長 佐藤 仁総務課長。 

○佐藤 仁総務課長 第一弾といたしまして、平

成16年度の当初予算編成のときにも同じ６回か

ら７回のシリーズを組んで報道されたわけでご

ざいますけれども、その第二弾として、今回の

国の三位一体改革、これが地方自治体の方に大

きな影響を落としているんですよと。地方自治

体は、それでも何とかやりくりをしながら頑張

っているんだと。これを国の方にその実態を述

べていきたいのだと、紹介していきたいのだと、

訴えていきたいのだというふうなことで、私自

身はお話をお伺いいたしたところでございます。 ＋
○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 そういうようなねらいで

あったとするならば、ましてのこと、この市長

の役割というのは大きいのではないでしょうか

ね。困っているところが最初にやはりのろしを

上げなければ、だれも何もしてくれないという

ことだと思います。まず自前でどうやって自立

の道を策定してやっていくかということは当然

でありますが、今までの長年の自治体運営の経

過からしますと、言うべきことははっきり言っ

ていくということが大事だと思うんですね、同

時に。ぜひそういったことで、これからもお願

いをしたいなというふうに考えております。 

  そのほか、この保育所運営にしわ寄せだとか、

これは三位一体の衝撃③第一部でも藤島町の例

とか松山町の例がありますよね。一般財源化、

いわゆる所得譲与税ということで、人口割で配

分された額が2,000万円ぐらいで、今まで使っ
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てきた金が何千万円で、その乖離はどうするん

だという問題ですよ。非常に大変な状況になっ

ているということだと思います。 

  時間もありませんので、次の質問に移りたい

と思います。 

  まず市長にお伺いしますが、11日の私の一般

質問について、退職勧奨についてこのように答

弁されております。退職勧奨については、他市

町より実績が上がっていると思っていると。こ

の制度は、平成18年３月まで残していきたい。

その後については、私も平成18年12月までなの

で、しばるつもりは全然ないと。議会の皆さん

と新指導者の皆さんで検討なさるべき事項だろ

うと思うというような発言でございます。 

  私は、いや随分簡単にお答えになっていらっ

しゃいますが、ちょっと無責任の部分もあるん

じゃないかというふうに思ったりしますのです

が、これはいかがですか。 

○大沼 久委員長 目黒栄樹市長。 

＋ ＋○目黒栄樹市長 私の真意は、私は２期８年、精

いっぱいやると、力いっぱいやると。それはも

う皆さんとご相談しながらも、自分の方針でぜ

ひご理解を願うようにやりたいというふうに思

っておりますが、18年12月15日以降、一市民に

戻ったら一市民としてそれはやはり責任をとっ

ていくんだと。そのときは新しい指導者の方が

担うことになるのではないかと。決して院政を

引こうとか、そういうことではありませんよと、

そういう意味でありまして、ご理解をいただき

たいと思います。 

  ただ、特別昇給の件については、そのときも

言いましたけれども、定年までお勤めになった

方が、私が５年前は２号あったんですね。それ

はもう佐々木委員からご指摘があったわけです

よ。それで２号あったと。その１号は長井市独

自でやったということですから、これは組合と

もお話ししましたけれども、やめていただきま

した。 

 それから、もう一つの１号も、20年以上勤務が

非常に優秀な人を特に１号上げるというのも、

今の中央人事院等は、この厳しい時代に不適切

ではないかというようなことで通達というか意

見を出していると。それについても、やはり組

合と話し合っていきたいと。できれば廃止の方

向にいきたいというふうに申し上げました。 

  あと、その前に早期に退職勧奨される方。実

は、とにかく８年間で22億1,700万円から29億

6,000万円まで人件費がふえたわけですね。そ

して、１年なんていうのは、14人のときに33人

とったとかいろいろ、７億4,300万円ふえたと

いうのは、700万円の人が100人、単純にはいか

ないかもしれませんけれどもね。それをやはり

スリムになっていくというためにはどうするか

と。あらゆることをやろうと。例えば３年間ス

トップしましたよ、新規採用を。それにも異論

はあったな。しかし、13年度の本格的な財政再

建５カ年計画をやるときに、早期退職勧奨もぜ

ひお願いをしたいと。行財政改革推進本部の中

で議論をしまして、具体的には助役を中心に総

務課長と一生懸命頑張ったわけです。 

  結果として、14年の４月には、定年が７人の

ときに退職勧奨を受けてというか、退職勧奨で

やめられた方が10人、15年の４月は、定年が９

人なのに退職勧奨の方が９人、それから16年は、

定年が９人のほかに退職勧奨の方が９人と。退

職勧奨を超えるというか、それぐらいの実績を

上げていただいたわけです。それは１年なり２

年なり、新野さんなんかは４年ですね。もうみ

んなに退職勧奨を進めたから、あんたが新聞に

は責任とったんじゃないかなというふうに聞か

れておりますけれども、そういうこともなきに

しもあらずのような心情を述べられておられま

すよ。やはりそういったことで、定員適正化の

ために一生懸命努力したと。そのために少し早

期退職の方に退職金の積み増し等を考えたらど

うだという議論になって、しかも、長井市は55
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歳で定期昇給をストップしましたから、そのと

き。60までいきますと、５号上がるんですね。

ですから、１年なり２年なり、あるいは４年も

おやめになる方、それは単に退職勧奨だけでは

ないかもしれません。新たな仕事をしてみたい

という方もいらっしゃったわけだし、潔くすぱ

っとという方もいらっしゃったわけですが、そ

の皆さんに少し積み増しをするというのは、財

政再建計画の中ではよしと。改革本部の中では、

そうなって努力をしていただいたわけです。さ

っき言ったように実績も上がっているわけです。

ですから、18年の３月まで、17年度まではこの

方針でいきたいということであります。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 退職時の特別昇給の話に

なっていますから、そのことについてお聞きし

ますが、私もわからなかったのは、５号を上げ

るというのはどこから出てきた数字かなと思っ

たのですよ。今の説明でああそうかと。いわゆ

る55歳停止からきて、５号になったのですか。

これは助役にお答えいただきたいと思いますが、

５号級上がるということになったのは、その理

由は何かということですね。 

＋

  それからもう一つは、普通我々が思うに、55

歳であれば５号給、56だと４号給、57だと３号

給と、こういうふうにスライド、普通はそうす

るのが一般的じゃなかったのかなと思いますが、

これは59でやめても５号給上がると、こうなる

わけですよね。ここはその２点についていかが

ですか。 

○大沼 久委員長 長谷部宇一助役。 

○長谷部宇一助役 特別昇給５号につきましては、

今おっしゃられたとおり、55歳昇給ストップと

いう形で出していきます。 

  一律に５号給という形にしたのでありますけ

れども、これについては、特に段階を設けませ

んでした。これについては特に議論はなかった

のですけれども、退職なされる方はやはり決心

されたということで、１年でも２年でもそうい

った形で５号給を支給しようという形になった

ものでございます。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 だとすると、やはり59ま

で頑張って５号給をもらってやめた方がいいと、

こういう打算は働きますよね。これが本当にい

いんでしょうかね。ちょっと検討してみる余地

があるのではないかと私は思います、正直言っ

て。 

  本来、退職勧奨、特別にやめていただくとい

うことですから、何らかの措置は必要なのです

が、私にしてみれば、一時的な退職の積み増し

は必要なのでしょうけれども、むしろ早くやめ

たいただいた分、定年を上回って働けるような、

その政策・制度の創設をして、そっちの方で優

遇をしていくという方が、本来のやり方ではな

かったのかなと思うのですよね。当然そういっ

たことも検討されたと思うのです。検討された

けれども、すぐには実施できなくてこうなった

のではないかなというふうに推測いたしますが、

具体的に検討されましたか。 

○大沼 久委員長 長谷部宇一助役。 

○長谷部宇一助役 ご案内のとおり、退職後の制

度として再任用制度という形があるわけであり

ますけれども、ちょうどそれを検討した段階で

は、不況という形で民間の方も大変苦労なされ

ているという状況がございまして、やはりそち

らの方をまず優先して雇用すべきでないかとい

う考えがありまして、それについては踏み切る

ことができなかったということです。 

  あともう一つは、やはり組合との話し合いも

進めてきたのでありますけれども、その同意に

ついてはなかなか組合との接点が見出せなかっ

たということでありまして、少し延びていると

いう状況でありますけれども、将来的にやはり

そういった任用制度もぜひ活用していきたいな

と思っております。 
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○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 退職時のいわゆる定年退

職時の１号特別昇給ですね。これについては、

県の方からきた写しをいただいたのですが、い

わゆる20年以上勤務して退職する場合、この項

が削除されてなくなったということであります

が、これは長井市もこのように改めるというこ

との理解でよろしいですか。 

○大沼 久委員長 長谷部宇一助役。 

○長谷部宇一助役 前の一般質問でしたか、市長

もお答え申し上げているように、この部分につ

いては組合との交渉の中で撤廃していきたいと

いう形でご答弁申し上げておりますので、それ

についてそういった形でやっていきたいと思い

ます。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

＋ ＋

○９番 蒲生光男委員 さっきの市長にお尋ねし

ました、いわゆる18年12月が私の任期なので、

それ以降は知らないよというふうに、非常に軽

く受けとめざるを得なかったのは、退職勧奨の

ことだけじゃなくて、いわゆる長井市の自立計

画のこと、自立計画の策定と、それから実施と

いうことについて、私は頭の中でダブって聞い

ておりましたので、自立計画を策定しようとい

うときに、私の任期が18年で終わりだから、あ

とは知らないよということでは困るなと思うわ

けであるんですね。 

  それで、この間もうちょっとこの質疑ができ

なかったのですが、いわゆる業務の棚卸しとい

うものを総務課長に任せたようなふうな答弁が

あったように思いますけれども、これもいわゆ

る自主計画の策定ということに関して、例えば

20年後に職員を半分にするといった市長の言葉

の重みということについても含めてなんですが、

どのように考えていらっしゃいますか。 

  それから、自立計画の策定について、総務課

長にまずまとめるようにと指示を出したという

ことでしょうか。 

○大沼 久委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 その無責任論でもう一つ言わせ

ていただければ、早期勧奨退職者制度について、

56から４にする３にするとか何とかというのは

検討の余地があるだろうと。その面で申し上げ

たのですよ、それはね。自立計画について、お

れ知らないよなんて言った覚えはありません、

それは。 

  そこで、業務の棚卸し等は、総務課でまず一

応まとめて、それから各課に配分をして、各課

でも揉んで、そしたまた一たん総務でまとめて、

最後にこれをどうするかということについては

行財政改革推進本部、庁内の。これでやはり徹

底議論しなければいけないと。そう簡単にでき

るものではないと、そういう意味であります。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 これを一つの仕事を単位

にして、この部分はＮＰＯを含めた組織に任せ

られると。しかし、外部にとか、そういう委託

はできないけれども、パートなのかサポーター

なのか、そういうようなかわりで代替はできる

と。一番いいのは、廃止できれば廃止すること

ですよね。廃止できなければ代替することです

よ。そういったことを一つ一つやっていくとい

うことは、かなりのマンパワーが必要だと思う

のですよ。 

  そういうことで、総務課長はどういう裁量を

振るわれるか私はわかりませんけれども、かな

り大変な仕事のはずなんですよね。志木市の例

もありましたので、どういう形でやるかわかり

まぜんが、やはりこれは来年の３月ぐらいまで

一つのめどがつけられるようなものであるのか

どうかですね。その点はいかがでしょうか。む

しろ市長というよりも総務課長ですか。でなく

て、むしろ市長がいついつまでこの結論を出せ

というふうに指示したものなのでしょうか。ど

ちらでもいいです。 

○大沼 久委員長 目黒栄樹市長。 
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○目黒栄樹市長 正確に言いますと、総務課長と

も議論でやりとりしました。まず音頭をとって、

しかも志木市等では例があるわけですから、全

く新しいことではないから、例があるわけだか

ら、各課でこの例に倣いながらも、できるかで

きないかというのは相当各課で精査をしなけれ

ばいけない。また、一たん総務課で集約しなが

ら、今度は行革本部で検討しなければいけない

ということですから、音頭をとって集約するぐ

らいまでは総務課長、来年の３月ぐらいまでし

てくれよと、私は申し上げました。いや、大変

だと、内心非常に厳しいと思っていらっしゃる

かもしれませんが、そこまでやらないと、18年

の３月でまず行財政改革第一次がある程度期限

が来ますね。その次の行財政改革推進計画とい

うのか、自立計画というのか、自立プランとい

うのか、そこでやはりある程度大綱から今度は

実施計画までつくらなければいけない。第一次

のときはもうかなり大急ぎで、３カ月ごとぐら

いにやりましたけれども、これは業務の棚卸し

で、すべてを見直すということですから、やは

り１年ぐらいかかるのかなと。それでも現場は

大変なのかなと思いましたけれども、急げ、急

げというふうに指示をしたということでありま

す。 

＋

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 急げ、急げと言う方は簡

単ですよね。頑張れと言うのと一緒ですから。

でも言われた方は、総務課長はかなり頭のいい

人ですから、どうしたらいいか、どういうふう

にこれを処理したらいいか、市長の答弁を聞き

ながら考えていると思います。思いますが、か

なり大変な仕事だということは確かです。です

ので、やはりここにいらっしゃる管理職の皆さ

んですね、一体となってこの自立計画の策定、

業務の棚卸し、できるできないの振り分けです

ね。これに力を貸していただかなければいけな

いのではないかと私は思います。一人一人聞き

たいところでありますが、そんな時間もありま

せんから、ぜひこのことについては行財政改革

推進本部の本部長というのはだれでした、市長

ですか。実質的には総務課長が取り仕切るので

しょうから、総務課長の決意のほどをちょっと

お聞かせください。 

○大沼 久委員長 佐藤 仁総務課長。 

○佐藤 仁総務課長 確かに大変な業務だなとい

うふうなことでは認識しておりました。特に総

務課は、この４月から従来の職員が２名減って

おります。その２名減った中で新たに業務をこ

なさなければならないというふうなことで、今

年度中にどうのこうのじゃ大変難しいというふ

うに私は申し上げたのですが、ただ志木市のや

つを見せていただきまして、これならばまずう

ちの方で音頭を取るといいますか、各課の方に

当然ご協力いただかなければならないわけなの

ですが、各課の方にも十二分に協力いただいて、

進めるだけ進めてみようというふうに決意をし

たところでございます。 

  前にも何かの折に申し上げたかもしれまぜん

が、とにかく動き出さないと物事は始まらない

というふうなことで、総務課としても動き出し

てみたいというようなことで市長に答弁申し上

げたところでございました。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 大変心強い答弁でよかっ

たなと思いますが、やはり私も始めなければ始

まらないという言葉があるのだと聞かされまし

て、そうだなというふうに思いました。動き出

さなければ始まりませんよね。ぜひ動き出して

いただきたい。結果が出るように動いていただ

きたいというふうにご期待申し上げたいと思い

ます。 

  特に、長井市市制施行50周年、華やかな記念

行事ができないという財政状況の折であります

から、こんなときこそ長井市の未来のビジョン

を市民に知らしめることができれば、これにま
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さるプレゼントはないんじゃないかと思います

ので、ぜひよろしくお願いをしたいというふう

に思っています。 

  それで、市長に簡単にお伺いしますが、例え

ば民間委託をした、アウトソーシングをしたよ

うな場合、志木市の場合ですと、1.5人の雇用

を考えている。職員一人が退職等々によってや

めていただいたときに、パートであるかサポー

ターでやるか1.5人の雇用を考えるようにして

いるということでありましたけれども、経費の

節減と雇用の創出という点から言いますと大事

な視点ではないかと思いますが、その点は市長

はいかがですか。 

○大沼 久委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 それは大いに参考にしていきた

いというふうに思います。 

○大沼 久委員長 ただいま鳥谷委員が出席され

ましたので、ご報告いたします。 

  ９番、蒲生光男委員。 

＋ ＋○９番 蒲生光男委員 企画調整課長にお伺いい

たします。 

  環境ＩＳＯ１４００１を認証取得すべきだと

いうのは、平成11年６月議会から始めて何回か

申し上げまして、認証取得をしていただきまし

た。つまりこの認証取得のねらいといいますか、

目的というのは、私はこういうように申し上げ

てきたと思うのですよね。 

  単に認証取得をすることが目標になってはい

けない。これは手段であるのだというふうに申

し上げてまいりました。つまりこれを取ること

によって、いわゆるＰＤＣＡを回すことになり

ますよね。計画して実行して、実行すれば結果

が出ますので、そのチェックをして、さらにチ

ェックをすれば、よかった点、悪かった点が見

えてまいりますから、次年度のアクションプラ

ンにつなげていく。つまりＰＤＣＡがスパイラ

ルアップすると、こういう話ですね。そういう

ふうになっていかなければいけないと、こうい

うふうに申し上げてまいりました。 

  当初は、節電であるとか紙の分別であるとか

リサイクルであるとか、そういったことの取り

組みから始まると思いますが、つまりはこれは

業務の改善という、職員のいわゆる意識改革で

すよね。これにつながっていくことが最大の私

は目標だと思うのですよ。そこまで行っている

のかどうかですね。どの程度行っているのかで

すね。いわゆるＰＤＣＡが回っているところが、

私らにはちょっと見えにくいのですが、担当課

長としてはいかがですか、その点は。 

○大沼 久委員長 中井 晃企画調整課長。 

○中井 晃企画調整課長 ＩＳＯの事業の取り組

みでございますが、本庁舎と第２庁舎の方に進

捗状況は一部掲げさせていただいております。

ただ、蒲生議員がご指摘のように、現在計上し

ておりますのは、エコオフィス活動の取り組み

ですとかそういった分野に限っておりますので、

なかなか全体像が見えないというのは確かにご

指摘のとおりかと思います。 

  ただ、実際の取り組みといたしましては、そ

れぞれ各課にＩＳＯの事業に相当する分野で、

それぞれ目標なり目的なりを設けまして、目標

も設定をしていただいております。現在九つの

分野に分けまして取り組みをしておりまして、

平成14年度につきましては、122の目標を設け

まして取り組みをさせていただきました。 

   122のうち、目標を達成できたというのが107

でございまして、達成できなかったものが15ほ

どございました。 

  これに対しまして、15年度につきましては

115の目標を掲げまして、達成できたものが108、

達成できなかったものが七つという状況でござ

いました。 

  14年から15年にかけまして、目標数が少し減

っておりますけれども、これは15年度で目標を

掲げたものが達成できましたので、目標として

挙げる必要がなくなったという部分がございま
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した。 

  また、14年から15年度にかけまして、目標の

達成率が87.7％から93.9％へと上昇をしており

ます。こういった点を見ますと、職員の意識改

革はある程度進んでおりまして、ＰＤＣＡのサ

イクルが回ってきているというふうに考えてお

ります。ただ、設定しました目標は、毎月報告

をいただいておりますので、不適合があった場

合は当然改善措置などの対応、報告をしてもら

いまして処置をしておりますけれども、職員皆

さんの意識が通常の業務についても環境を考え

たような目標を設定して取り組むかというと、

そこまではまだ完全には至っておりませんので、

これからも職員の意識を、もう少し目標を持っ

て、きっちり進行管理をするような仕事に取り

組むといった意識づけまでは、少しでも定着率

が高くなるようにこれからも進めていきたいと

いうふうに考えております。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 節電とか何かたぐいの範

囲は、限界が来ますよ、いずれ、真っ暗にして

しまったら、あとはやることないでしょう。例

えば、この議場の明るさはどの程度ですか。こ

れは庁舎の中で進めているものと合致していま

すか。いかがですか。 

＋

○大沼 久委員長 中井 晃企画調整課長。 

○中井 晃企画調整課長 通常のルクス数まで特

に制限はしておりませんで、この議場のルクス

数の明るさが過分であるか十分なのかという調

査まではしておりません。ただ、それぞれの職

場もそうですけれども、業務が終わった際、あ

るいは昼休み等は、不用な電気を消すようにと

いうのはお願いをしておりますので、そういっ

た面では節電等には十分に協力をいただいてい

るというふうに考えております。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 つまりそれを取り組んで

も、限界は来るということですよ。ですから、

ＰＤＣＡを回しているとおっしゃっていますが、

私はどういうのをその計画項目に上げてどうい

うのを、いつまで何をどの程度の目標値にして、

どの程度の効果が出たのかというのは、私はわ

かりませんけれども、節電や何かでは、やはり

限界が来ますよ。ですから、これを行財政改革

推進本部と一体化させて、取り組みの手法をで

すね。これを別の方でも活用していくというふ

うに変わっていかなければ、手段であるという

ことが言えなくて目標になってしまうわけです

ね。だから、ぜひこれは、やはり企画調整課長

の方で発信をしていただきたいと、こういうふ

うに思うのですよ。ぜひそのことは申し上げて

おきたいと思います。 

  例えば、ニセコに行ったときもそうです、石

岡市に議会運営委員会で行ったときもそうでし

たが、あそこはファイリングシステムというこ

とで、職員が退庁しますと、机の上に何もない

状態になるのですね。石岡市は専門家を入れて

5,000万円かけたと言っていました。こんなに

かける必要はないというふうに言っていました。

ニセコは、あそこの逢坂町長がみずから音頭を

取ってやっているというふうに言っていました。

つまり、環境ＩＳＯ１４００１を取ったら、庁

内の中が視覚化、目で見た感じに変わるという

ふうに変わっていかなければいけないのではな

いか私は思うのですよ。だから、そういう意味

で、ファインリングシステムというものを導入

すべきだと、検討すべきだというふうに申し上

げてまいりました。あるいはまた、整理整頓、

清掃清潔、しつけ、いわゆる５Ｓ運動ですね。

これを進めていきますと、むだというものがよ

くわかってくるはずだというふうにも申し上げ

ました。こういったことについては検討されて

きたのかどうかですね。それはどうですか。 

○大沼 久委員長 中井 晃企画調整課長。 

○中井 晃企画調整課長 ＩＳＯを取得する際に、

今議員がおっしゃられましたような職場の整理
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整頓というのは、もともとそのＩＳＯで取り組

むものではなく、それ以前の問題だというよう

な指摘がございまして、もう少し職場環境の整

理をやってほしいというような指摘がございま

した。そういう意味では、これまでいろいろな

ものが乱雑に置かれていたものにつきましては、

大分整理をしてもらうような形では直しており

ます。ただ、実際に職場をごらんになっていた

だきますとわかりますけれども、ロッカーの上

ですとか机の上、まだまだ書類等が置かれてい

る部分がありますので、これらにつきましても、

できるだけ整理するような形でこれからも努め

ていきたいというふうに考えております。 

＋ ＋

  ただ、現在置かれております書類がどの程度

各課各係ごとによりまして必要な書類なのかと

いうのは、こちら側から見えませんので、ファ

イリングシステム、あるいは今進もうとしてお

りますＬＧＷＡＮに伴いまして文書も電子化し

てまいりますので、そういった機会にあわせま

して、できるだけ不要な文書の整理といったこ

とは、これからも進めていきたいというふうに

考えております。 

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 企画調整課長は答弁がう

まいので、そうかなと言葉でごまかされますの

で私申し上げますが、文書でどの程度開くのか、

使っているのか、それを調査したらどうですか。

例えば全部なんかやらなくていいですよ。総務

課の中の一係、その文書でいいですよ。どの程

度あって、それがどの頻度で開くか調べてみて

くださいよ。多分、私がその前の会社であると

きはこういうふうな言われ方をしました。ここ

にある半分以上は、不要、不朽のものだと。そ

のうちの半分は不要のものだと。だから絶対机

の上に置くなと。会社から出るときは全部きれ

いにしろと言われまして、考えました。でもそ

れはできるのですね。センターファイル化をす

るとかさまざまな工夫をすると。そのたびに家

に持っていくわけにはいきませんから、やはり

いらないものはなくすとか工夫しますよ。だか

ら、ぜひやってみたらいいと思いますね。そう

しますと見えてくると思います、むだなものが。 

  長井市の庁舎は、例えば第一委員会室、第二

委員会室があって、あと、会派で帰り寄るとき

に部屋もなくて、そこら辺に来てごちょごちょ

と打ち合わせをしなければいけないという状態

ですから、会議室だってほしいと思いますよ。

全体のスペースを全体の庁舎の中から全部で

20％ぐらい捻出するという目標を設定してやら

なければ出てこないですよ。まとまらないです

よ、絶対に。ぜひそれを進めていただきたいと

いうふうに思います。 

  もう時間も来ましたので、最後に改革派自治

体の関係について市長にお伺いをしておきたい

と思います。 

  私は、４月14日の開催で参加した自治体が

100ぐらいだったんですか。大分ふえまして、

かえって動きにくくなってしまうのではないか

なというふうに思いますので、これは幹事会み

たいなのをつくってやるのかどうかですが、い

わゆる、前段でも言いましたけれども、霞ヶ関

の方を向いて行政運営してきたということで、

やはり軌道修正をしていかなければいけない。

そこに来たと思うのですね。国に対してはっき

り物申すと。穂坂市長なんかそうじゃないです

かね。物申すと。目黒市長もおっしゃっている

と思いますけれども、やはり共同歩調をとって

自治体の窮状であるとか、あるいはまた、自治

体でこうしてほしいということであるとか、さ

まざまなことがやはりここから発信していかな

ければいけないと思うのですよね。 

  これは改革派自治体市町村サミットというの

は、絶好の機関でないのかなというふうに私も

思ってまいりました。二度開催されておりまし

て、４月14日開催された内容と、それから今私

が申し上げることに対して、市長はどのように
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なさっていくつもりなのか、それをあわせてお

伺いしたいと。 

○大沼 久委員長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 特にこの三位一体の改革をとい

う中身を、補助金、交付税、それから地方の財

源、税源ですね。この三つについて、今までど

おりだとか、反対だとかというだけではだめだ

と、ここから始まっているわけです。10月に始

まったときには、23から始まりました。ところ

が、具体的に大いに議論しますから、本音で、

23で。それがおれも入りたい、あれも入りたい

と、入りたいという人をノーとは言えませんの

で、百三十幾つになったんで、４月に。こうな

りますと、やはり議論は相当出てくるのですよ。

手を挙げる人はいっぱい出てくるし。具体的な

話になりますが、お互いの情報交換から、お互

いのいいところを学びながら、それから工夫を

して、そして生き残るためにどうするかという、

反対運動、抵抗運動よりは提言だと、提案だと。

これは１回目も２回目も官邸まで行きましたか

ら。それから自民党であろうと、各省庁であろ

うと行きましたけれども、具体的な議論をする。

議論をして、こうした方がいいというのは、こ

の精神は大変大事なものだというふうに思いま

すし、その改革派サミットについて今後どうし

ようかと。ふえ過ぎましたので、その運営等に

ついても、それから三位一体の改革も、麻生プ

ランというふうに税源がまず最初に来ると。し

かし、補助金は地方で独自の案で削ってくれと

か、全体像は秋以降だと。しかも、最後にまた

わかるのは12月以降だなんていう時期がありま

すから、その時期を見ながら、やはりもう一度

はやらなければいけないのではないかと。そし

て、今後どうするかについても議論をしなけれ

ばいけないねということは、この間穂坂市長と

も話し合ったところであります。 

＋

○大沼 久委員長 ９番、蒲生光男委員。 

○９番 蒲生光男委員 最後に申し上げます。 

  ぜひこの改革派自治体市町村サミットが、物

申すきちっとした機関になるようにご期待申し

上げておきたいと思います。太田、志木、犬山、

ニセコ、それからさっき言いました大阪狭山の

事例なんかは、かなりおもしろいものがいっぱ

い、ホームページを開きますと満載です。この

間研修に来ていた羽咋市もそうです。そういう

ふうに取り組んでいる市町村がいっぱいあると

いうことも事実なんですね。長井市もその一角

に入っていますが、まだまだやはりこれからも

頑張っていかなければいけないということがあ

ります。 

  ちなみに地方自治経営学会というのがありま

して、そこに行くとそういう先進事例の取り組

みが二日間にわたって聞けます。私も一昨年行

ってきましたが。 

  この会員でありますと、5,000円で参加でき

るのですよ。それがいつの間にか補助金の削減

で会をやめてしまったんですよね、長井市ね。

5,000円いたましくて。情けないなと思うので

すが、ぜひこれに参加していただいて、会員に

なっていただいて、研修の一環としてもやって

いただくようにしてほしいなと思いますが、そ

れを最後に総務課長の方から答弁いただいて、

質問を終わりたいと思います。 

○大沼 久委員長 佐藤 仁総務課長。 

○佐藤 仁総務課長 負担金の5,000円が惜しく

てやめたわけじゃないかとは思うのですが、参

加するにしても旅費が伴うと。そういったこと

で、恐らく私が財政課長時代に総務課の方に削

っていただいているかもしれませんが、いずれ

再度検討させていただきたいというふうに思い

ます。 

○大沼 久委員長 次に、順位２番、議席番号11

番、髙橋孝夫委員。 

○１１番 髙橋孝夫委員 おはようございます。 

  私は、長井市の行財政運営が誤りなく展開で

きることを祈りながら総括質疑を行います。 
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